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１．実施事業 

  湖南市産業振興ビジョン（以下、「本ビジョン」という。）に定める基本方針と５つの基本ビジョン

に基づいて実施する主な事業を「実施事業」として以下に示します。 

  なお、実施事業については、さまざまな環境の変化に伴い、随時、追加、見直しなどの検討を

行いながら効果的な事業を実施していきます。 

 

  事業実施の際の連携機関については、下記の各機関を想定しています。 

 

行   政 国、滋賀県 

関係機関 支援機関（湖南市商工会、湖南市工業会、（公社）湖南工業団地協会、甲賀農業

協同組合、湖南市農業振興協議会、（一社）湖南市観光協会、（公財）滋賀県産業

支援プラザ、滋賀県事業承継・引継ぎ支援センター）など 

民   間 市内の立地企業、地元の中小企業者、金融機関、ＮＰＯなど 

教育機関 大学、短期大学、専門学校、高等学校など 

 

 

 

 

各機関との連携イメージ

行政

市

関係
機関

教育
機関

民間
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本 ビ ジ ョ ン を 推 進 し て い く う え で 、 「 持 続 可 能 な 開 発 目 標 （ Ｓ Ｄ Ｇ ｓ ＝ Sustainable 

Development Goals）」を参考とすべき目標と位置づけています。 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）とは、2001 年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後

継として、15 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に

て記載された 16 年から 30 年までの国際目標です。持続可能な世界を実現するための 17 のゴ

ール・169 のターゲットから構成され、地球上の誰一人として取り残さない（leave no one behind）

ことを誓っています。SDGs は発展途上国のみならず、先進国自身が取り組むユニバーサル

（普遍的）なものであり、日本としても積極的に取り組んでいます（総務省のホームページより）。 
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湖南市の産業振興にとっての「強み（Ｓ）」、「弱み（Ｗ）」といった内部環境要因と、「機会（Ｏ）」、

「脅威（Ｔ）」といった外的環境要因の組み合わせによるＳＷＯＴ分析から、基本方針に基づいて推

進する取り組みの柱として、下記の５つの基本ビジョンを設定します。 

 

強み（Ｓ） 弱み（Ｗ）・課題 機会（Ｏ） 脅威（Ｔ）

農林業の振興

・農地の流動化が進展
・農産物の直売所にレストラン、体験
農場を併設した「みらい公園湖南」が
ある
・市内に大手の研究農場が立地してお
り、連携の可能性がある

・近隣市町に比べ専業農家数の割合
が低く、第２種兼業農家数の割合が高
い
・耕作面積が小さく、農業産出額や付
加価値額の総額が少ない
・稲作偏重で、園芸転換や地域農産品
を使った特産品などの開発への取り組
みが不十分

・スマート農業による農業分野の活性
化
・新規就農、新規参入等の高まり
・ヘルスケア、健康志向、地産地消
ニーズの拡大
・市民の体験型ニーズの高まり
・ＧＡＰ（農業生産工程管理）認証ニー
ズの拡大

・人口増加（世界）による食糧不足
・人口減少（国内）による国内市場の
縮小
・地球温暖化による作物の品質低下
や適地作物の変化
・産地間競争の激化
・自然災害の多発やそれに伴う生産
意欲の減退
・獣害被害の拡大
・ＴＰＰによる安価な農産物の流入
・定年延長に伴う定年後就農者の減
少

工業の振興

・第2次産業が強く、製造業に特化した
産業構造
・鉄鋼業、プラスチック製品製造業の稼
ぐ力が強い
・道路貨物運送業の付加価値が高い
・市内での設備投資が活発、市内産
業の純移出がプラス
・さまざまな事業で県内大学と連携して
いる
・国内有数の食品関連企業が立地し
ている

・工場等の拡張余地が少なく、既存事
業所の移転、流出懸念
・大手企業が市外に転出したら市に対
する打撃は大きい
・部品部材供給を中心としており、完成
品までの幅広い事業展開が難しい
・研究機関が併設されたマザーファクト
リーの誘致が不十分
・ＪＲ草津線の利便性向上や沿線の活
用が必要
・駅周辺や主要道路沿いの規制緩和
や農地の利活用が必要

・働き方改革の進展による省力化ニー
ズの高まり
・第４次産業革命、Society 5.0に関連
する製品ニーズの拡大
・ロボット、ＡＩ、ＩｏＴなどの新技術の活
用拡大に伴う新商品・サービスの開発
・電気自動車や自動運転などの自動
車産業の革新に伴う新製品（部品）需
要の拡大
・企業のＣＳＲやＳＤＧｓ意識の高まり
・「ジェトロ滋賀」の開設
・大学や「工業技術総合センター」など
の知財、技術の活用
・専門的な経験とノウハウをもつ高度
プロフェッショナル人材の活用
・産官学金や関係機関のネットワーク
の活用

・人口減少や若者の都市部への流出
・自動車生産量の頭打ちなどによる既
存産業の売上ピークアウトに伴う需要
の減少
・製品や技術の模倣による商品開発
の競争激化
・米中貿易摩擦などの国際経済環境
の悪化
・経営者の高齢化、後継者難による廃
業の増加

商業の振興

・卸売業、小売業ともに事業所数、年
間商品販売額は増加
・近隣からの転入者が多く、今後も増
えていく要素あり

・商店街に空き店舗が増加
・大型商業施設の進出による地元商
店の経営難

・ＡＩ家電、省エネ家電などへの買い替
え需要の高まり

・モノ消費からコト消費への需要の転
換
・ネット販売の進展による店舗販売の
減少
・大型商業施設の進出による地元商
店の経営難

観光の振興

・東海道五十三次の石部宿がある
・天然記念物「平松のウツクシマツ自
生地」がある
・名神高速道路の栗東湖南ＩＣがあり、
栗東ＩＣ、竜王ＩＣに近い
・ＪＲ草津線の石部、甲西、三雲の３駅
がある

・観光で市内にお金を落としてもらう仕
組みがない
・地域の歴史や文化などの観光資源を
活用した観光振興ができていない
・観光客が11月と８月に集中し、「ゆら
ら」と「湖南三山」以外の観光客が少な
い

・体験や学習の要素を取り入れた着地
型観光ニーズの高まり
・インバウンド（外国人観光客）の増加
・日本版ＤＭＯの形成推進
・リニア新幹線などの高速鉄道網の整
備による広域流動の活発化

・観光地間競争の激化

雇用の促進と勤労
者福祉の充実

・地理的に京阪神に近く、通勤等の移
動時間は比較的短い
・高齢化率が低い
・外国籍の住民が多い
・多文化共生のまちづくりに積極的

・労働力の確保難
・職人の高齢化に伴う技術、技能の継
承問題
・慢性的に人手不足の企業が存在

・「女性の職業生活における活躍の推
進に関する法律」
・「障害者の雇用の促進等に関する法
律の一部を改正する法律」

・人口減少や若者の都市部への流出

基本ビジョン　１．

基本ビジョン　２．

基本ビジョン　３．

基本ビジョン　４．

基本ビジョン　５．

海外事業展開の支援や国際競争力の強化

地域資源を活用した市・農商工＋観光の推進

人材の育成と職場環境の改善による労働力の確保

湖南市の内部環境要因と外部環境要因によるＳＷＯＴ分析の整理

「第二次総合計
画」の施策

湖南市の特性＝内部環境要因 将来の見込み＝外部環境要因

企業進出や定着のための規制緩和、インフラ整備

地域内企業の連携強化と起業・第二創業支援
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基本ビジョン１．企業進出や定着のための規制緩和、インフラ整備                    

新しい企業の進出や既存企業の定着のために必要と考えられる、 

・工場立地法の緩和 

・新たな産業団地開発のためのプロジェクトチームの設置 

・操業環境などのニーズ把握などによる産業基盤の整備 

・研究機関が併設されたマザーファクトリーの誘致の積極的推進 

・交通インフラの整備、公共交通の利便性向上 

などを行い、企業誘致を積極的に推進します。 

 

 

 

 

具体的な施策 取組内容 

（1）土地の有効活用とインフラ整備 

工場立地法の緩和をはじめ、企業立地促進奨励制度

の推進や事業用地台帳の整備などを行うとともに、新

たな産業団地開発のためのプロジェクトチームの設置

や流通拠点施設の誘致などを推進します。 

△：検討、◯：実施、⇒：継続、◇：見直し 

実施事業 連携機関 
2025

年度 

2026

年度 

2027

年度 

2028

年度 

2029

年度 

①事業用地台帳の整備（企業誘致

の可能性のある用地のデータベ

ース化など） 

行政 ◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 

②工場立地法の緩和 行政 ◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 

③産業団地などへの流通拠点施設 

（物流センター、データセンターな

ど）の誘致 

行政 

民間 

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 

④新たな産業団地開発のための 

プロジェクトチームの設置 

行政 

関係機関 
△ ◯ ⇒ ⇒ ◇ 

⑤企業立地促進奨励制度の推進 行政 ◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 
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具体的な施策 取組内容 

（2）産業基盤の整備、検討と企業誘

致の強化 

操業環境などのニーズ把握、関係機関との連携、情報

提供などにより産業基盤の整備を行い、マザーファクト

リーを主とした企業誘致を積極的に推進します。 

△：検討、◯：実施、⇒：継続、◇：見直し 

実施事業 連携機関 
2025

年度 

2026

年度 

2027

年度 

2028

年度 

2029

年度 

①操業環境などに関する地域内企

業向けのアンケートの実施・分

析、関連情報の提供 

行政 

関係機関 
◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 

②関係機関との連携 
行政 

関係機関 
◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 

③マザーファクトリーを主とした企業

誘致の積極的推進（滋賀県産業

立地推進協議会と連携） 

行政 

関係機関 

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 

④課税の特例などに関する支援 
行政 

関係機関 
◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 

 

具体的な施策 取組内容 

 

（3）道路交通網の整備、検討とＪＲ 

草津線の利用促進 

アクセス道路などの道路交通網の整備、検討と公共交

通機関（ＪＲ草津線、路線バス）の通勤者および観光客

の利用促進による道路渋滞の緩和などに取り組みま

す。 

△：検討、◯：実施、⇒：継続、◇：見直し 

実施事業 連携機関 
2025

年度 

2026

年度 

2027

年度 

2028

年度 

2029

年度 

①交通インフラの整備（幹線道路へ 

のアクセス道路や周辺市町を結 

ぶ広域交通ネットワークなど） 

行政 

関係機関 

◯ ⇒ ⇒ ◯ ◇ 

②路線バスの利便性向上 
行政 

民間 
◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 

③通勤問題の解消（道路渋滞緩和 

やＪＲ草津線の利用促進など） 

行政 

関係機関 

民間 

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 
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④公共交通機関（ＪＲ草津線、路線

バス）利用者増加のためのアンケ

ート調査の実施 

行政 

関係機関 

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 
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基本ビジョン２．地域内企業の連携強化と起業・第二創業支援                      

地元の中小企業者の積極的な事業展開のため、 

・経営相談の強化、経営支援制度の充実 

・企業間連携によるビジネスマッチングの推進 

・技術交流、人材交流の仕組みづくりと推進体制の整備 

などを行います。 

また、起業・第二創業を支援するため、 

・ＳＤＧsの視点を活用したソーシャルイノベーションの推進 

・地域資源の「見える化」の推進と市民参加の仕組みづくり 

・市外からの起業者の受け入れや伴走支援の仕組みづくりと支援体制の整備 

などを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な施策 取組内容 

 

（1）多品種小ロット生産などのニー 

ズ対応型の事業展開支援 

地元の中小企業者の積極的な事業展開を支援するた

めの経営相談や経営支援制度を充実させ、異業種の

企業間連携などによるビジネスマッチングの推進、経営

上の喫緊の課題である事業承継の推進に努めます。 

△：検討、◯：実施、⇒：継続、◇：見直し 

実施事業 連携機関 
2025

年度 

2026

年度 

2027

年度 

2028

年度 

2029

年度 

①経営相談の強化、経営支援制度 

の充実 

関係機関 

民間 
◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 

②企業間連携によるビジネスマッチ 

ングの推進 

行政 

関係機関 

民間 

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 

③事業承継の促進 
関係機関 

民間 
◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 
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具体的な施策 取組内容 

（2）相互技術協力、相互人材交流に 

よる「湖南ブランド」の製品・商品

開発支援 

産官学金連携のもと、市内の立地企業と中小企業者が

相互に技術協力し、また人材交流する仕組みづくりを行

い、「湖南ブランド」のものづくり、製品・商品開発を推進

します。 

△：検討、◯：実施、⇒：継続、◇：見直し 

実施事業 連携機関 
2025

年度 

2026

年度 

2027

年度 

2028

年度 

2029

年度 

 

① 産官学金連携の推進 

行政 

関係機関 

民間 

教育機関 

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 

②技術交流、人材交流の仕組みづく 

りと推進体制の整備 

関係機関 

民間 

教育機関 

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 

③「湖南ブランド」構築のための仕組 

 みづくり 

行政 

関係機関 

民間 

教育機関 

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 

 

具体的な施策 取組内容 

 

（3）ＳＤＧｓの視点に立った起業・第 

二創業支援 

地域資源の「見える化」を推進するとともに、市民をはじ

め市外からの起業者を受け入れる仕組みをつくり、 

ＳＤＧｓの視点に立った社会課題解決型のイノベーショ

ンや女性の起業などを支援する体制の整備を図りま

す。 

△：検討、◯：実施、⇒：継続、◇：見直し 

実施事業 連携機関 
2025

年度 

2026

年度 

2027

年度 

2028

年度 

2029

年度 

①ＳＤＧsの視点を活用したソーシャ 

ルイノベーションの推進（「地域循 

環共生圏」の創造） 

行政 

関係機関 

民間 

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 

②地域資源の「見える化」の推進と

市民参加の仕組みづくり 

行政 

関係機関 

民間 

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇ 





























参考資料

具体的な施策

（1）土地の有効活用とインフラ整備 △：検討 ○：実施 ⇒：継続 ◇：見直し

実施事業 連携機関
2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

現状 下半期に向けての方向性 連携機関
2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

①事業用地台帳の整備（企業誘致の可能
性のある用地のデータベース化など）

行政 ◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

事業者から事業用地の相談があっ
た場合は、記録し部内で共有を
行っています。
また、県道４号線における活用状
況の把握に向けて現地の確認、登
記の内容を年に１回確認していま
す。

県道４号線をはじめ、幹線道路を
中心に活用状況の調査を行いま
す。

行政 ◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

②工場立地法の緩和 行政 △ ○ ⇒ ⇒ ◇

令和３年に「湖南市工場立地法準
則条例」を制定し、緑地面積率の
緩和を行いました。

緩和した緑地面積に基づき、工場
立地法の運用を行います。

行政 ◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

③産業団地などへの流通拠点施設
（物流センター、データセンターなど）
の誘致

行政
民間

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇

物流業界において「2024問題」
などの課題があったため、物流セ
ンターの需要が高まり、当市にお
いても多くの物流倉庫が新設され
ました。

事業用地の状況を関係各課と連携
して確認しながら、適切な誘致を
行います。

行政
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

④新たな産業団地開発のための
プロジェクトチームの設置

行政
関係機関

△ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

産業団地も含めた事業用地として
可能な土地の把握や確保に務める
ため、都市計画部局と連携を図っ
て対応しています。

新たな事業用地の創出に向けて、
プロジェクトチーム設置の可能性
も含めて都市計画部局と協議して
いきます。

行政
関係機関

△ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

⑤企業立地促進奨励制度の推進 行政 ◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

2019年度に制度を施行しまし
た。直近においてはコロナ渦の収
息により2024年度に初めて2件の
利用がありました。今後の利用に
向けた相談も多数あります。

利用の可能性がある企業に制度の
案内を積極的に行っていきます。

行政 ◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

基本ビジョン１．企業進出や定着のための規制緩和、インフラ整備 

新しい企業の進出や既存企業の定着のために必要と考えられる、
・工場立地法の緩和
・新たな産業団地開発のためのプロジェクトチームの設置
・操業環境などのニーズ把握などによる産業基盤の整備
・研究機関が併設されたマザーファクトリーの誘致の積極的推進
・交通インフラの整備、公共交通の利便性向上
などを行い、企業誘致を積極的に推進します。

取組内容

工場立地法の緩和をはじめ、企業立地促進奨励制度の推進や事業用地台帳の整備などを行うとともに、新
たな産業団地開発のためのプロジェクトチームの設置や流通拠点施設の誘致などを推進します。



参考資料

具体的な施策

（2）産業基盤の整備、検討と企業誘致
の強化

△：検討 ○：実施 ⇒：継続 ◇：見直し

実施事業 連携機関
2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

現状 下半期に向けての方向性 連携機関
2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

①操業環境などに関する地域内企業向け
のアンケートの実施・分析、関連情報の
提供

行政
関係機関

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

企業訪問の機会を利用し、各企業
に対し職場環境の状況の聞き取り
を行っています。

企業訪問を活用し、企業のニーズ
の把握に努め、その結果を分析
し、関係期間と共有していきま
す。

行政
関係機関

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

②関係機関との連携
行政

関係機関
◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

工業会の定例会議に市も出席し、
積極的に情報共有を図っていま
す。また、商工会とは創業支援事
業を通して、工業団地協会とは産
業ツーリズム事業を通して、積極
的に情報共有を図っています。

各団体と積極的に連携し、市の商
工振興政策を推進していきます。

行政
関係機関

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

③マザーファクトリーを主とした企業誘
致の積極的推進（滋賀県産業立地推進協
議会と連携）

行政
関係機関

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

マザーファクトリーの建設も可能
な産業用地の確保の可能性につい
て、調査を行いつつ、滋賀県産業
立地協議会の先進地研修などに参
加し事業スキームを学んでいま
す。

マザーファクトリーの建設も可能
な産業用地の創出に向けて関係各
課と連携して情報収集を行い協議
を進めていきます。

行政
関係機関

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

④課税の特例などに関する支援
行政

関係機関
△ ◯ ⇒ ⇒ ◇

「先端設備等導入計画」の認定を
行い、中小企業者が設備投資を通
じて労働生産性を向上させること
で、固定資産税の特例措置が受け
ることができるようにしていま
す。

「先端設備等導入計画」の認定を
通じて、市内企業の労働生産性の
向上を支援していきます。

行政
関係機関

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

具体的な施策

（3）道路交通網の整備、検討とＪＲ草
津線の利用促進

実施事業 連携機関
2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

現状 下半期に向けての方向性 連携機関
2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

①交通インフラの整備（幹線道路へ
のアクセス道路や周辺市町を結
ぶ広域交通ネットワークなど）

行政
関係機関

△ ⇒ ⇒ ◯ ◇

概ね5年毎に道路整備計画を見直
し、計画に基づき道路整備を実施
しています。

道路整備計画に基づき道路整備を
実施していきます。

行政
関係機関

⇒ ⇒ ⇒ ○ ◇

②路線バスの利便性向上
行政
民間

△ ⇒ ⇒ ◯ ◇

コミュニティバスの運行について
は、湖南市地域公共交通会議にて
検討し、課題解決や利便性向上に
努めています。

コミュニティバスの運行にかかる
課題解決や利便性向上に努めると
ともに、随時、路線の見直し等を
行います。

行政
民間

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

③通勤問題の解消（道路渋滞緩和やＪＲ
草津線の利用促進など）

行政
関係機関
民間

△ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

（土木建設課）一般国道1号につ
いて、国へ対し４車線化の要望を
行っています。
（都市政策課）JR草津線沿線で組
織する滋賀県草津線活性化・複線
化促進期成同盟会を通して、自動
車通勤者へJR利用の促進を行って
います。

（土木建設課）国へ対し４車線化
の要望を行っていきます。
（都市政策課）滋賀県草津線活性
化・複線化促進期成同盟会を通し
て、各市と連携しJR利用の促進を
行います。

行政
関係機関
民間

（土木建
設課）⇒
（都市政
策課）◯

⇒ ⇒ ⇒ ◇

④公共交通機関（ＪＲ草津線、路線バ
ス）利用者増加のためのアンケート調査
の実施

行政
関係機関

△ ⇒ ⇒ ○ ◇

令和５年度に湖南市地域公共交通
計画策定に伴う公共交通機関利用
者へのアンケートを実施しまし
た。

現在のところ新たなアンケート調
査の予定はありません。

行政
関係機関

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

操業環境などのニーズ把握、関係機関との連携、情報提供などにより産業基盤の整備を行い、マザーファ
クトリーを主とした企業誘致を積極的に推進します。

取組内容

アクセス道路などの道路交通網の整備、検討と公共交通機関（ＪＲ草津線、路線バス）の通勤者および観
光客の利用促進による道路渋滞の緩和などに取り組みます。

取組内容



具体的な施策

（1）多品種小ロット生産などのニー
ズ対応型の事業展開支援

△：検討 ○：実施 ⇒：継続 ◇：見直し

実施事業 連携機関
2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

現状 下半期に向けての方向性 連携機関
2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

①経営相談の強化、経営支援制度の充実
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇
商工会を中心に適切な経営支援を
行っています。

商工会と連携し、様々な経営支援
を行っていきます。

関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

②企業間連携によるビジネスマッチ
ングの推進

関係機関
民間

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇

商工会と工業会、団地協会で構成
される湖南市産業経済懇話会が各
業界の繋ぎ役として取り組みを
行っています。

湖南市産業経済懇話会と連携・支
援を重ね、企業間のマッチングを
テーマにしたセミナー等の開催を
進めていきます。

行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

③事業承継の促進
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

商工会を中心に滋賀県事業承継・
引き継ぎ支援センターが事業承継
にかかる相談・支援を行っていま
す。

商工会や滋賀県事業承継・引き継
ぎ支援センターと連携し必要な相
談・支援を進めていきます。

関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

基本ビジョン２．地域内企業の連携強化と起業・第二創業支援 

地元の中小企業者の積極的な事業展開のため、
・経営相談の強化、経営支援制度の充実
・企業間連携によるビジネスマッチングの推進
・技術交流、人材交流の仕組みづくりと推進体制の整備
などを行います。
また、起業・第二創業を支援するため、
・ＳＤＧsの視点を活用したソーシャルイノベーションの推進
・地域資源の「見える化」の推進と市民参加の仕組みづくり
・市外からの起業者の受け入れや伴走支援の仕組みづくりと支援体制の整備
などを行います。

取組内容

地元の中小企業者の積極的な事業展開を支援するための経営相談
や経営支援制度を充実させ、異業種の企業間連携などによるビジ
ネスマッチングの推進、経営上の喫緊の課題である事業承継の推
進に努めます。



具体的な施策

（2）相互技術協力、相互人材交流によ
る「湖南ブランド」の製品・商品開発支
援

△：検討 ○：実施 ⇒：継続 ◇：見直し

実施事業 連携機関
2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

現状 下半期に向けての方向性 連携機関
2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

①産官学金連携の推進
関係機関
民間
教育機関

△ ⇒ ◯ ⇒ ◇

商工会と工業会、団地協会で構成
される湖南市産業経済懇話会が産
業と行政と金融機関の橋渡しを
行っています。

湖南市産業経済懇話会の主催で、
大学・研究機関の方をお招きし
て、異業種間交流を行うセミナー
などの取組を進めていきます。

行政
関係機関
民間
教育機関

○ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

②技術交流、人材交流の仕組みづく
りと推進体制の整備

関係機関
民間
教育機関

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇

商工会と工業会、団地協会で構成
される湖南市産業経済懇話会が各
業界の繋ぎ役として取り組みを
行っています。

産業経済懇話会に支援を行う一方
で、オープンファクトリーを推進
する実行委員会を立ち上げ、人材
交流の場を設けます。

関係機関
民間
教育機関

○ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

③「湖南ブランド」構築のための仕組
 みづくり

関係機関
民間
教育機関

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇

下田なすや弥平とうがらしなどの
農産品やいもつぶしなどの郷土料
理が各地域で生産・販売され、PR
されています。

各産品の関係者と連携し、現場の
課題や理想に寄り添いながら、湖
南ブランドの構築を目指します。

行政
関係機関
民間
教育機関

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

具体的な施策

（3）ＳＤＧｓの視点に立った起業・第
二創業支援

実施事業 連携機関
2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

現状 下半期に向けての方向性 連携機関
2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

①ＳＤＧsの視点を活用したソーシャ
ルイノベーションの推進（「地域循
環共生圏」の創造）

行政
関係機関
民間

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇

2023年に第２期SDGs未来都市計
画を策定し、その中でソーシャル
イノベーションの推進を位置付け
ています。

SDGsパートナー制度を活用し、
多様な主体の連携を推進し、持続
可能な地域づくりに向けた取り組
みの拡大を図ります。

行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

②地域資源の「見える化」の推進と市民
参加の仕組みづくり

関係機関
民間

△ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

まちづくり協議会等の地域の団体
との連携を図っていましたが、実
現には至っていません。

地場産業や観光資源を観光協会と
連携して積極的にPRし、市民向け
のツアーや体験イベントを進めて
いきます。

行政
関係機関
民間

△ ⇒ ⇒ ○ ◇

③女性の起業支援、キャリアアップ
の促進

関係機関
民間

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇

女性活躍推進事業によりキャリ
アップに資する講座を開催し、商
工会と連携して創業塾を開催する
等、積極的な起業支援を行ってい
ます。

女性活躍推進を目指して、商工会
と連携した創業塾やキャリアップ
に資する講座をより積極的に開催
します。

行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

④市外からの起業者の受け入れや伴走支
援の仕組みづくりと支援体制の整備

関係機関
民間

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇

商工会と連携して創業支援ワンス
トップ相談窓口を設け、創業塾を
開催することで、他市町からの起
業者の受け入れを行っています。

創業支援等事業計画を更新し、商
工会と連携して相談窓口を継続し
創業塾を開催していきます。

行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

取組内容

地域資源の「見える化」を推進するとともに、市民をはじめ市外
からの起業者を受け入れる仕組みをつくり、
ＳＤＧｓの視点に立った社会課題解決型のイノベーションや女性
の起業などを支援する体制の整備を図ります。

取組内容

産官学金連携のもと、市内の立地企業と中小企業者が相互に技術
協力し、また人材交流する仕組みづくりを行い、「湖南ブラン
ド」のものづくり、製品・商品開発を推進します。



具体的な施策

（1）海外事業展開の支援強化 △：検討 ○：実施 ⇒：継続 ◇：見直し

実施事業 連携機関
2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

現状 下半期に向けての方向性 連携機関
2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

①「ジェトロ滋賀」の積極的活用の促進
行政

関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

「ジェトロ滋賀」において、海外
進出を目指す市内の事業者からの
相談を受けており、年間平均６件
ほどの相談があります。

ジェトロ滋賀と連携し、セミナー
の開催等、市内企業の海外進出に
資する取り組みを進めていきま
す。

行政
関係機関
民間

⇒ ○ ⇒ ⇒ ◇

②海外事業展開のためのビジネスマッチ
ング機会の提供

行政
関係機関
民間

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇

コロナ禍もあり取り組みが進めら
れていませんでしたが、「ジェト
ロ滋賀」のような種々の支援機関
に対し海外事業展開に向けたセミ
ナーをしていただけるように調整
しています。

ジェトロ滋賀や関係機関と連携
し、セミナーの開催等、市内企業
の海外進出に資する取り組みを進
めていきます。

行政
関係機関
民間

⇒ ○ ⇒ ⇒ ◇

基本ビジョン３．海外事業展開の支援や国際競争力の強化 

地元の中小企業者の海外事業展開を支援するため、
・「ジェトロ滋賀」の積極的活用の促進
・海外事業展開のためのビジネスマッチング機会の提供
などを行います。
また、国際競争力を強化するため、
・大学や「工業技術総合センター」などの活用による国際競争力の強化支援
・専門人材の確保、育成、活用のための仕組みづくりと支援体制の整備
などを行い、多様なものづくり産業の強みをさらに増強するとともに、そのための専門的な経験やノウハウを持つ人材を活用する仕組みを整備します。

取組内容

地元の中小企業者の海外事業展開に必要な基本情報をはじめ、ビジネスマッチング機会の提供などに関する支援の充実を図りま
す。



具体的な施策

（2）多様なものづくり産業の強みを活
かした国際競争力の強化

△：検討 ○：実施 ⇒：継続 ◇：見直し

実施事業 連携機関
2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

現状 下半期に向けての方向性 連携機関
2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

①成長ものづくり分野への設備投資支援
や農林水産業分野の販路拡大への支援

関係機関
民間

△ ⇒ ◯ ⇒ ◇

成長ものづくり分野については、
企業が申請した先端設備等導入計
画の認定に伴う税制優遇制度を設
けております。農林水産業分野に
ついては、国や県などの補助金制
度について、市内事業所へ周知す
るために、企業訪問時に情報提供
を行っています。

成長ものづくり分野については、
先端設備導入計画の税制優遇制度
をより積極的に活用してもらえる
よう周知を行います。農林水産業
分野については、関係者のニーズ
を随時伺いながら、販路拡大等必
要な支援を提案します。

行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

②大学や「工業技術総合センター」など
の活用による国際競争力の強化支援

行政
関係機関
民間

△ ⇒ ⇒ ⇒ ◇
コロナ禍もあり必要な連携ができ
ませんでした。

大学とより連携を深め、「工業技
術総合センター」を企業が活用で
きるよう周知を進めていきます。

行政
関係機関
民間

△ ⇒ ◯ ⇒ ◇

③技術・技能の継承と人材育成支援
関係機関
民間

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

④ＡＩやＩｏＴなどのデジタル技術分野
と融合した物流効率化事業などの促進

関係機関
民間

△ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

コロナ禍もあり必要な連携ができ
ませんでしたが、市内物流企業で
は既にデジタル技術を活用し物流
効率化を進めています。

商工会や工業会、団地協会といっ
た関係機関と連携して、デジタル
技術分野を活用した物流効率化を
促進します。

関係機関
民間

△ ⇒ ◯ ⇒ ◇

⑤ＲＥＳＡＳの限定メニューなどを加工
したビッグデータの利活用および公開可
能情報の発信

関係機関
民間

△ ⇒ ⇒ ⇒ ◇
コロナ禍もあり必要な連携ができ
ませんでした。

RESASについて行政と関係機関が
連携して具体的な利活用の手法に
ついて調査・研究し、その結果を
民間企業と共有していきたいと考
えています。

行政
関係機関
民間

△ ⇒ ◯ ⇒ ◇

具体的な施策

（3）高度プロフェッショナル人材の確
保、育成、活用

実施事業 連携機関
2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

現状 下半期に向けての方向性 連携機関
2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

①人材の確保、育成、活用のための仕組
みづくりと支援体制の整備

関係機関
民間
教育機関

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇
コロナ禍もあり必要な連携ができ
ませんでした。

市内産業が参画するオープンファ
クトリー（仮称）を開催し、未来
の担い手確保を目指します。

関係機関
民間
教育機関

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

②産学官金連携による人材ネットワーク
の構築支援

行政
関係機関
民間
教育機関

△ ⇒ ◯ ⇒ ◇

滋賀県が事務局を担う近江金石会
が主催する意見交換会や交流会に
参加し、情報共有を図っていま
す。

今後も近江金石会が主催する意見
交換会や交流会を通して、人材に
関する情報共有を行います。

行政
関係機関
民間
教育機関

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

取組内容

海外事業展開や新分野進出、販路開拓、事業承継などの重要な経営課題を解決するため、専門的な経験とノウハウをもつ高度プロ
フェッショナル人材をはじめ、産官学金や関係機関のネットワークを活用する仕組みづくりを推進します。

取組内容

地元の中小企業者における新しい製品・商品の事業化支援をはじめ、国際競争力を強化するための知財や技術、人材の活用を図
り、多様なものづくり産業の強みの源泉である技術・技能の継承、人材の育成、物流効率化事業などの促進、ビッグデータの利活
用などを推進します。



具体的な施策

（1）市内観光消費額の増加 △：検討 ○：実施 ⇒：継続 ◇：見直し

実施事業 連携機関
2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

現状 下半期に向けての方向性 連携機関
2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

①産業ツーリズムやウェルネスツーリズ
ムなどの体験型観光の推進

行政
関係機関
民間

△ ⇒ ⇒ ⇒ ○

甲賀市と湖南市の観光協会が連携して東海道
酒蔵めぐりを開催している他、近江下田焼陶
房が絵付け体験や作陶の体験教室を行ってい
ます。十二坊温泉ゆららを観光協会の指定管
理で運営し、温泉施設やオートキャンプ場を
中心に

湖南市の伝統産業の振興をより進めていくこ
とに加えて、オープンファクトリーの開催を
進める中で、産業ツーリズムとしての活用が
可能性も検討していきます。
十二坊温泉ゆららの利用促進をより積極的に
進めていきます。

行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

②観光情報の発信（関西圏、中部圏、北
陸圏、首都圏、外国人向け）

行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

観光協会と協力し、紙媒体での発信だけでな
く、SNSでの発信も行っています。三大都市
圏で開催される旅行会社向けの商談会にも観
光協会と連携して参加しています。観光地の
案内看板の多言語化を進めています。

今後もSNSでの発信を進めていきます。JR６
社が令和９年秋に開催するしがデスティネー
ションキャンペーンに向けて三大都市圏で開
催される旅行会社向け商談会に他市と連携し
てより積極的に参加していきます。市内のお
寺・神社と外国人向けの体験プランの造成を
進めていきます。

行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

③観光関連データの収集強化
行政

関係機関
民間

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇
観光協会と情報共有し、SNS利用者数や利用
動向を収集・分析しています。

観光協会とSNS利用について積極的に情報共
有する他、観光関連事業者や宿泊事業者とも
連携し、市内の観光データの収集強化を行っ
ていきます。

行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

具体的な施策

（2）「みらい公園湖南」の活用 △：検討 ○：実施 ⇒：継続 ◇：見直し

実施事業 連携機関
2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

現状 下半期に向けての方向性 連携機関
2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

①地元農産物の生産・需要拡大
行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇
みらい公園湖南を中心に、地元農産物の出
荷・購入・飲食を促進しています。

みらい公園湖南を中心に、地元農産物の生
産・需要拡大に取り組みます。

行政
関係機関
民間

○ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

②市内の企業や研究農場と連携した６次
産業化の推進

関係機関
民間

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇

市内の農業関係者が連携し運営している湖南
市農業振興協議会の活動を支援することで、
連携の機会を提供しています。

湖南市農業振興協議会の活動を支援し、市内
農業者と企業等の連携を促進します。

関係機関
民間

○ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

基本ビジョン４．地域資源を活用した市・農商工＋観光の推進 

地域資源を活用した新しい体験型観光の企画、運営を図るため、
・産業ツーリズムやウェルネスツーリズムなどの体験型観光の推進
・観光情報の発信（関西圏、中部圏、北陸圏、首都圏、外国人向け）
などを行います。
また、新たな産業振興の創造を図るため、
・地元農産物の生産・需要拡大
・農業体験事業の実施
・園芸作物、付加価値作物の推進による「湖南ブランド」の構築
・農福連携の仕組みづくりと支援体制の整備
などを行い、市のサポートのもと「みらい公園湖南」の有効活用を通じ、農商工が連携し６次産業化を推進します。

取組内容

市内の工場見学ツアーや体験農園、トレイルランニング、ウェルネスツーリズムといった新しい体験型観
光の企画、運営を推進し、市内観光消費額を増加していきます。また、そのための観光情報の発信、観光
関連データの収集強化を図ります。

取組内容

「ここぴあ」、「ＨＡＴ」、チャレンジ農園を有機的に運営することにより、地元農産物の生産・需要拡
大をはじめ研究農場などと連携した６次産業化の推進、農業体験事業の実施、産業ツーリズムなどへの波
及拡大などを通して、地域産業活性化拠点としての機能の一層の充実を図ります。



③農業体験事業の実施
行政
関係機関
民間

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇

湖南市農業振興協議会を中心に、収穫体験や
市内事業者によるいちご狩りなど、様々な農
業体験の機会を提供しています。

湖南市農業振興協議会を中心に、より参加者
のニーズとレベルに応じた農業体験の機会を
提供します。

行政
関係機関
民間

○ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

④市内観光スポットへの起終点となる観
光交流の拠点化の促進

関係機関
民間

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇
コロナ禍もあり、他機関との満足な連携がで
きませんでした。

利用者増を目指して、市内の観光関連イベン
トと積極的に連携していきます。

行政
関係機関
民間

△ ○ ⇒ ⇒ ◇

⑤企業の工場見学を通じた産業ツーリズ
ムなどへの波及拡大

関係機関
民間

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇

市民親子工場見学を2025年度に開催し、市民
向けに市内製造業の工場見学を行っていま
す。

今後はオープンファクトリーを進める中で、
実施事業者を増やしていけるよう進めていき
ます。

行政
関係機関
民間

△ ○ ⇒ ⇒ ◇

具体的な施策

（3）新規就農、農福連携の推進 △：検討 ○：実施 ⇒：継続 ◇：見直し

実施事業 連携機関
2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

現状 下半期に向けての方向性 連携機関
2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

①園芸作物、付加価値作物の推進による
「湖南ブランド」の構築

行政
関係機関
民間

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇

市民産業交流促進施設ここぴあを中心に伝統
野菜や伝統工芸品、市内農産物を使った加工
品などを販売し、推進を図っています。

みらい公園湖南を中心に地場産品の付加価値
向上に取り組みます。

行政
関係機関
民間

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

②ＧＡＰ（農業生産工程管理）認証の推
奨と取得支援

行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

市内でのニーズがほとんどなく、GAP認証支
援には至っていませんが、必要に応じて適切
に対応します。

引き続き、必要に応じて支援を行います。
行政

関係機関
民間

△ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

③農福連携の仕組みづくりと支援体制の
整備

行政
関係機関
民間

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇

市内で農福連携を行っている事業者や県立養
護学校等と連携し、障がいの有無に関わらず
農業が誰かの生きがいにつながるよう関わる
機会を提供しています。

市内関係者等と連携しながら農福連携を振興
します。

行政
関係機関
民間

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

④スマート農業の普及拡大の検討
行政

関係機関
民間

△ ◯ ⇒ ⇒ ◇

中山間地域等直接支払交付金を活用し、ス
マート農業に資する機材の購入を支援するな
ど、農業分野における業務の効率化を希望す
る者に対し、支援しています。

担い手の減少に伴い、農業の効率化・省力化
は更に必要となることから、行政の各種施策
を活用し、スマート農業の普及拡大に努めま
す。

行政
関係機関
民間

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

⑤伝統野菜などの市場創出・普及活動の
推進

行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

弥平とうがらし保存会や下田なす生産部会な
ど、伝統野菜を栽培・出荷している関係団体
と連携し、普及を推進しています。

関係者と連携し、伝統野菜の振興に取り組み
ます。

行政
関係機関
民間

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

取組内容

伝統野菜（下田なす、弥平とうがらし）の市場創出・普及活動の推進などとともに園芸・果樹の生産拡大
により、米づくり中心の農業から多様な付加価値作物への転換を通じて新規就農を推進し、「湖南ブラン
ド」を構築するとともに、消費者から安全・安心な農産物生産に対する信頼を高めるためのＧＡＰ認証取
得支援体制や地域活性化のための農福連携の仕組みづくりの整備、スマート農業の普及拡大の検討を行い
ます。



具体的な施策

（1）就労機会の創出と人材マッチング
の推進

△：検討 ○：実施 ⇒：継続 ◇：見直し

実施事業 連携機関
2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

現状 下半期に向けての方向性 連携機関
2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

①雇用機会の創出
行政

関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

甲賀市と連携しながら、年に２回
就職面接会を開催し、市内への雇
用促進に取り組んでいます。

若年層や就職氷河期世代や就職困
難者といった方々に対象を絞り、
今後も就職面接会を開催すること
で市内の雇用促進を進めていきま
す。

行政
関係機関
民間

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

②人材育成による若者の定着促進
関係機関
民間

△ ⇒ ⇒ ⇒ ◇
各企業で人材育成を行っています
が、今後は関係機関を含めた有機

商工会や工業会、工業団地協会と
いった関係団体と連携し、人材育

関係機関
民間

⇒ ⇒ ○ ⇒ ◇

③「湖南市企業ガイド」によるマッチン
グ・リクルートの促進

行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

「湖南市企業ガイド」を運営し、
市内の様々な産業をPRしています
が、コロナ禍もあり、満足な展開
ができていませんでした。

「湖南市企業ガイド」や市のHP
も含めて様々な広報媒体で、市内
産業のPRを進めていきます。

行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

基本ビジョン５．人材の育成と職場環境の改善による労働力の確保  

市内の立地企業や中小企業者での就労機会の創出、人材育成による地元定着を図るため、
・「湖南市企業ガイド」によるマッチング・リクルートの促進
・女性のキャリアアップ、女性・高齢者の雇用支援、外国人材の教育・活用支援
・ワーク・ライフ・バランス推進事業への支援
・障がい者雇用の推進
などを行い、人材の育成と労働力の確保を推進します。

取組内容

市内の立地企業や中小企業者で就労機会の創出を図るとともに、
人材育成による若者の地元定着を促進します。また、「湖南市企
業ガイド」による人材マッチングの推進を図ります。



具体的な施策

（2）女性、高齢者、外国人材の教育支
援、雇用促進

△：検討 ○：実施 ⇒：継続 ◇：見直し

実施事業 連携機関
2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

現状 下半期に向けての方向性 連携機関
2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

①女性のキャリアアップ、就労支援
行政

関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

女性の働きやすい職場と環境を推
進する目的で定着就労支援事業と
女性活躍推進セミナー等２つ以上
の事業を毎年行っています。

女性活躍を推進するために、定着
就労支援支援事業と女性活躍推進
セミナー等の事業を年代のニーズ
に合ったテーマで開催していきま
す。

行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

②高齢者の就業機会の確保
行政

関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

市では就労相談員２名を配置し、
週３日の巡回相談を行っていま
す。また、シルバー人材センター
が高齢者の就業機会の確保に向け
た積極的な取り組みを行っていま
す。

就労相談員を配置し、高齢者の就
労に関する相談を行うと共に、シ
ルバー人材センターにも適切な支
援を行い、就業機会の確保に努め
ていきます。

行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

③外国人材の確保・教育・活用支援
行政

関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

市内企業では製造業を中心に外国
人材の採用や教育を積極的に進め
ています。

外国人材の活用を検討している企
業に対し積極的に支援ができるよ
う、滋賀県外国人材受入サポート
センターや市内産業団体と連携し
て周知を進めていきます。

行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

具体的な施策

（3）働き方改革、ワーク・ライフ・バ
ランス、障がい者雇用の推進

実施事業 連携機関
2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

現状 下半期に向けての方向性 連携機関
2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

①中小企業の働き方改革の推進
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

市内の各企業に対して、企業訪問
時に働き方改革に対応しているか
どうか状況の確認を行っていま
す。

企業訪問を活用する他、商工会や
工業会、工業団地協会といった団
体と連携して働き方改革を啓発し
ていきます。

関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

②ワーク・ライフ・バランス推進事業へ
の支援

関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

市内の各企業に対して、企業訪問
時にワークライフバランスに対応
しているか、状況の確認を行って
います。

企業訪問を活用する他、商工会や
工業会、工業団地協会といった団
体と連携してワークライフバラン
スを推進します。

関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

③障がい者雇用の推進
行政

関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

障がい者就労情報センターを運営
し、企業と障がい者のつなぎ役を
担っています。また、年に１回の
雇用促進に向けた就職面接会を開
催しています。

障がい者就労情報センターを効果
的に運営し、障がい者と企業の橋
渡しを行います。障がい者就職面
接会を開催し、障がい者の雇用促
進を進めていきます。

行政
関係機関
民間

◯ ⇒ ⇒ ⇒ ◇

取組内容

働き方を見直し、ワーク・ライフ・バランスが実現される職場環
境づくりを推進します。また、障がい者の就労ニーズと企業の雇
用ニーズのマッチングを行い、雇用機会の確保を促進します。

取組内容

市内の立地企業や中小企業者での人手不足に対応し、女性のキャ
リアアップ、高齢者、外国人材の教育機会など生涯教育の支援を
行い、雇用促進を図ります。


